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はじめに 

 本報告は、憲法学にとって社会関係資本論が与える意義について論じるものである。そ

もそも憲法学において、社会関係資本論の認知度はほぼゼロであると言ってよい。それは、

憲法学が社会関係資本に無関心であるというよりは、その研究対象である近代憲法――す

なわち個人主義を理念的中核にし、人権保障と権力分立を要素とする憲法――においては、

「敵視」すべき要素を含むからである。 

 しかしながら、そうした憲法学の視座が理論的盲点を生み出し、論理的に完結してはい

るが現実から乖離した理論を構築しており、その歪みを匡すために社会関係資本論を参照

することの意義は大きいと考える。 

 そこで、本報告では、憲法学にとって人間と人間の関係性が一般的にどう扱われるのか

について触れた後、憲法学が社会関係資本論を参照する意義について考察をし、さらに、

考察を交えて今後の展望について述べていきたい。 

  

１、憲法学と関係性 

（１）結社の自由の理論的探究と限界 

・ 憲法上の結社とは、一般に「多数人が集会と同じく政治、経済、宗教、芸術、学術な

いし社交など、様々な共通の目的をもって、継続的に結合すること」をいう。 

・ 具体的な目的意識を持った人々の任意的な結合が結社であって、任意的結合性のない

家族や血縁、地縁を基礎とした団体は結社にあたらないとされる 

・ 日本国憲法 21条 1項「・・・結社・・・の自由は、これを保障する。」 

・ 結社の自由は、いわば他の人権の「道具的な」人権という扱いに甘んじる 

 → ①表現の自由のような他の精神的自由権に比べて憲法上の権利として位置づけられ

た時期が遅いこと、②会社と従業員の関係のように、会社という結社の自由を保障すれ

ばするほど、個人である従業員の権利・利益が侵害されること、③結社の自由を持ち出

さずとも、他の憲法理論で代替可能な場合が多いこと、など。 

・ 他の人権では還元できない結社の自由独自の価値というものは存在しないのか。 

（２）アメリカ判例法理とその限界 

・ Roberts v. United States Jaycees, 468 U.S. 609 (1984)。特に保護すべき類型として、

親交の自由（freedom of intimate association）と表現的結社の自由（freedom of 
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expressive association）。 

・ 親交の自由→家族類似の機能を有する結社についての憲法的価値 

・ Kenneth L. Karst, Freedom of Intimate Association, 89 Yale L. J. 624 (1980). 親交の

価値（society、care and commitment、intimacy、self-identification）を挙げ、これ

らの価値は、「集合性という感覚すなわち『君』と『私』を超えたものとして、『我々』

が存在するという共有観念に依拠している」点で共通すると言う。 

・ Bowers v. Hardwick, 478 U.S. 186 (1986)では、同性同士の性行為を禁止する州法を合

憲とする。Lawrence v. Texas, 539 U.S. 558 (2003)において、Bowers判決は変更され

て同種の州法は違憲との判断。親交の自由の理論は用いられず。 

・ intimateの語は、Board of Directors of Rotary International v. Rotary Club of Duarte, 

481 U.S. 537 (1987)において、privateの語に置き換えられ、「密かな、しかし組織的な、

差し替え」が行われたとの指摘がある（蟻川恒正「自己決定権の『思想』を探る」『憲

法がわかる（AERAムック）』（朝日新聞社、2000年）97-101頁）。 

・ 親密性（intimacy）には、プライヴァシー（privacy）に還元できない価値が存在する。

パウエル判事の問題設定では、自己愛的な単独での性倒錯行為と同性愛行為が自己決定

という同列の価値の問題として扱われてしまうことになる。 

（３）共通する思考の歪み 

・ 親交の自由の源流であるアメリカでさえ、もはや「何の思い入れも有していないよう

である」（毛利透「結社の自由、または『ウォーレン・コート』の終焉と誕生」藤田宙

靖・高橋和之編『憲法論集―樋口陽一先生古希記念』（創文社、2004年）110頁）と評

される。 

・ 本来の結社の自由の「形象」を歪める「重力」ともいうべき思考の「癖」が人権理論

の構造に内在するのではないか。 

・ 社会関係資本論の意義→第一に関係性の価値の可視化、第二に個人主義の補完的視点、

第三に市民社会像の提示です。 

 

２、関係性の価値の可視化 

・ 「『見えなかったものが見える』『個別具体的に見えていたものが包括的かつ抽象的に

見える』といった感覚を人々にもたら」したことにある（坂本治也『ソーシャル・キャ

ピタルと活動する市民―新時代日本の市民政治』（有斐閣、2010年）53頁）。 

・ 個人主義＝個人の有する価値を可能な限り尊重しようとする近代社会特有の理念。 

・ 「個人」の誕生と「中間団体否認の法理」。 

・ 憲法学的な着眼点は、もっぱら任意か強制か。憲法上の結社の自由の意義としては、

特に消極的結社の自由―結社に加入しない自由―が、「近代市民革命期の課題」（樋口陽

一「『人権総論』への一つの試み」法学教室 123号（1990年））という認識。 

・ 例えば、形式的には任意加入である PTA について、「強制・自動加入を定める規約や
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慣習があっても、法的には無効になる」とし、「自発的に参加するからこそ、参加者は

知恵を絞り、楽しく有意義な団体活動が実現する。憲法が結社の自由を保障する理由は、

こういうところにある」（木村草太「PTA 改革、憲法の視点から」朝日新聞 2013 年 4

月 23日）。 

・ 「戦後民主主義」の思想。羽仁五郎『都市の論理』（勁草書房、1968 年）では、「家族

的権力が支配しているかぎり、都市は成立しない」（25 頁）とされ、「都市が、そして

自治体が人類を解放するために最初にたたかわねばならなかった権力は、家族制度によ

る権力、すなわち族長的または家父長的権力でありました。この族長的権力、家父長的

権力は、人類が知った最初の権力であり、実に恐しい権力であ」るとする（26頁）。 

・ 「近代に入ってもなお―『国家の倫理性』に吸収されずに残されているかぎりでの―

社会の倫理的秩序を基礎づけるものとされた『家父長的小家族』の分解 ・・・がよう

やく進みつつある現代社会は、個人主義の完全な実現に近づいた状態にほかならないと

言えよう」（村上淳一「団体と団体法の歴史」芦部信喜ほか編『団体（岩波講座基本法

学２）』（岩波書店、1983年）24頁）。 

・ 離婚の自由化、婚姻外の性的結合の常態化、親の権威と教育機能の喪失、社会保障に

よる扶養機能の代替もその内容であるとされているが、超高齢化社会を迎え、家族機能

の衰退が認識されるなかで、そこから生じる社会問題に対処するだけのシステムを具体

的に提言するだけの構想は持ち合わせていないのが憲法学の限界。 

・ 東日本大震災における「絆」や「連帯」。→そうした人間の関係性は、果たして憲法学

が理想とするような個人の集まりから現実的に生まれてくるのか。 

・ 「いま急進的に『それらは任意団体である』、『それらからの脱退は自由である』とい

う言説にふれると、そう思いつつも、それでは『毎日のこと』が成り立たなくなるとの

思いから割り当てられた役割を担っている人のことが気に掛かってしまう」（大日方信

春「PTAと憲法論―入退会自由の任意団体か」法学セミナー738号（2016年）44頁）。 

・ ともかく「個人」に引き付けて議論をしなければならず、その枠に収まらないものを

捨象してしまう思考の「癖」。裁判で有効な思考が、そのまま社会の統治に用いられる

訳ではない。 

・ 「加入するか」／「離脱するか」の選択。→個人に還元可能な利益があることを示し

つつ、それでもあえて「離脱」を選択するということが必要。その利益が可視化できな

いからこそ、「とりあえず加入させる」ことすら意味がないとの判断に至るのでは。 

 

３、関係性の効用―個人主義の補完的視点 

（１）町内会とマンション管理組合 

・ 総務省「今後の都市部におけるコミュニティのあり方に関する研究会」報告書（平成

26年 3月）。町内会が「防犯、環境、学校関係等、多様な分野できめ細やかに、まちづ

くりの活動に取り組んでいる実態」（53 頁）を示し、「大規模災害時に地域の果たす役
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割が大きいことが改めて明らかになった」（43頁）などと、改めて評価。ただ、町内会

の加入率の低下、高齢化、役員の固定化など課題（28-32頁）。 

・ マンション管理組合は、建物の区分所有等に関する法律（昭和 37年法律 69号。以下、

区分所有法という。）3 条に基づき設立される強制加入団体。管理組合の設立自体は任

意。一たび区分所有者の団体が設立を決めると、すべての区分所有者が管理組合に加入

（稻本洋之助・鎌野邦樹『コンメンタール マンション区分所有法（第 2版）』（日本評

論社、2004年）25頁。）。 

・ マンション管理組合の組織率は、分譲マンションで 93.5%（東京都都市整備局「マンシ

ョン実態調査結果」（平成 25年 3月 14日）16頁。 

・ 総務省研究会報告書「管理組合にとって、マンション内部及び周辺の良好なコミュニテ

ィ及び住環境を維持・形成することは、マンションの資産価値を上げることにつながり、

その目的にも適合すると思われる」（54頁）。 

・ マンション管理組合と町内会は法的に別の団体。町内会は任意加入団体。 

（２）コミュニティ条項の削除をめぐって 

・ 国土交通省の「マンション標準管理規約」。2008年国土交通省「マンション総合調査」

で、標準管理規約に概ね準拠しているとする管理組合が 87.5％。 

・ 平成 16年改正の際、標準管理規約にはマンション管理組合の業務として「コミュニテ

ィ条項」と呼ばれる「地域コミュニティにも配慮した居住者間のコミュニティ形成」（32

条 15号）が盛り込まれ、管理費からの支出根拠も規定された（27条 10号）。 

・ 共有財産の維持管理を円滑・適正に行うためには、居住者間のコミュニティが良好で

なければならないし、また、防災・防犯対策を効果的に行うには、地域との連携が不可

欠であり、地域全体で災害対策や防犯・環境保全に取り組むことが肝要であるという見

地から規定されたもの（稻本洋之助・鎌野邦樹『コンメンタール マンション標準管理

規約』（日本評論社、2012年）91-92頁）。 

・ 平成 24年、国土交通省「マンション管理の新たな管理ルールに関する検討会」。 

・ 第 8 回検討会（平成 24 年 7 月 31 日）での村辻委員の問題提起により、コミュニティ

条項の問題点を検討することとなる（検討会会議録 35頁）。→コミュニティ条項の新設

以来、マンション管理組合の管理費に町内会費を上乗せするといった管理組合と町内会

との一体化による法的紛争が相次いだことから、同条項の見直しが必要との認識（裁判

例として、福岡高判平成 26 年 2 月 18 日判時 2221 号 42 頁（地位不存在確認等請求控

訴事件）、東京高判平成 24年 5月 24日（判例集未登載）（理事会決議無効確認請求控訴

事件）、東京高判平成 21年 3月 10日（判例集未登載）（自治会費返還請求控訴事件）、

横浜地判平成 19年 1月 30日（判例集未登載）（自治会費返還請求事件）など）。 

・ 最判平成 17年 4月 26日判時 1897号 10頁。県営住宅の自治会の会員が退会の意思を

示したところ、その退会の有効性が争われた事件。最高裁は当該自治会が強制加入団体

ではないので、一方的意思表示によりいつでも退会することができるとした。 
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・ 東京簡判平成 19 年 8 月 7 日（判例集未登載）。管理費に町内会費を上乗せする総会決

議が無効であるとする。 

・ 検討会の福井座長は、「判例もはっきり出ている以上」（会議録 37-38頁）、当該条項が

「判例」の見地から問題があるとの見解を述べて、コミュニティ条項削除の方針を示す。

ただし、コミュニティ形成による管理組合業務の円滑化の意義は、東京高判平成 19 年

9月 20日（判例集未登載）が認める。 

・ 第 9 回検討会（平成 24 年 8 月 29 日）では、早々と事務当局からコミュニティ条項の

削除が提案され、専門委員である関係団体からの異論が相次ぐ。近時のマンション業界

ではマンション内や地域との交流をはかる環境がある方が、購入者が安心して入居する

ことが多く、住民によるバーベキューを定期的に実施していることを売り物にしている

ところもあるという。 

・ 検討会の安藤委員「最高裁判例があることを前提とするなら・・・管理組合は、あく

まで財産の管理団体だという観点から、その目的に合致するものを明記するという形が

望ましい」（会議録 18頁）とし、特に「気の合った人たちだけでバーベキューをやると

いうようなことにもし管理組合のお金を使っているのであれば、それこそまさに目的外

使用であり、この最高裁の判例とかの考え方からすれば、もう完全に逸脱している」（会

議録 21-22頁）として、管理組合の活動を限定的に理解する。座長からの発言にも、管

理組合構成員が「一般的に町内会に出席する」といった行為が「管理の逸脱」に該当す

る趣旨のものが見られる。 

・ しかしながら、最高裁を含めた各種の裁判例が示しているのは、管理組合と町内会の

区別の明確化であって、管理組合そのものの活動の縮減化ではない。 

・ 「法人の目的論」→法人の目的は定款等に記載された事項以外にも、今日の法人が社

会的主体として活動を期待される領域があるから、許容される範囲が一定程度認められ

るとするものです。（八幡製鉄事件（最大判昭和 45年 6月 24日民集 24巻 6号 625頁）、

国労広島地本事件（最判昭和 50年 11月 28日民集 29巻 10号 1968頁）、群馬県司法書

士会事件（最判平成 14年 4月 25日判時 1785号 31頁））。 

・ 20世紀に打ち捨てられた「権限踰越（ultra vires）の法理」。 

・ 金銭面においては支出と区分の明確化が求められるが、社会的儀礼の範囲として許容

されるものもある。個別具体的判断が必要ではあるが、管理組合の直接の目的以外の支

出が一切認められないとするのは必ずしも適切とはいえない。 

・ 検討会の開催は数年間中断し、第 10回の検討会が開催されるのは平成 27年 2月 26日。 

・ 同年 3月 27日に第 11回検討会で報告書まとめ。「管理費の支出をめぐり、意見の対立

や内紛、訴訟等の法的リスクがあるという法律論
、、、

から行っているものであり、別途の政
、

策論
、、

からは、マンションのコミュニティ活動は、積極的に展開されることが望ましい」

（50頁）（傍点報告者）と、コミュニティ活動に一定の配慮を見せる。 

・ 当初 5月に行われる予定であったパブリック・コメントが 10月に。 
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（３）コミュニティ条項の削除と関係性の断絶 

・ 国土交通省の改正案では、標準管理規約のコミュニティ条項は削除し、その代わりに、

標準管理規約の解説である「マンションの管理の適正化に関する指針」の「基本的方針」

において、良好なコミュニティ形成についての記述が加えられると示す。 

・ 「例えば、マンションやその周辺における美化や清掃、景観形成防災・防犯活動、生

活ルールの調整等で、その経費に見合ったマンションの資産価値の向上がもたらされる

活動は、それが区分所有法第 3条に定める管理組合の目的である『建物並びにその敷地

及び附属施設の管理』の範囲内で行われる限りにおいて可能である」（標準管理規約 32

条のコメント改正案⑧（31頁））。 

・ 「なお、これに該当しない活動であっても、管理組合の役員等である者が個人の資格
、、、、、

で参画することは可能である」（傍点報告者）。 

・ 都市住宅学会「マンション管理規約特別研究委員会」意見書（平成 27年 11月 19日付）。

「『管理組合』がお祭り等を主催することは相当問題であると考える。祭り等はいわば

趣味の世界に属する事項であり、区分所有者全員に共通するものではないうえに、共有

財産の価値の維持・向上に関係のあるものではなく、また必要なものでもないからであ

る。管理組合が趣味の世界に入り込むことは、一部の区分所有者による共有財産の私的

流用等につながりかねない」。 

・ 「物好き」に期待する地域コミュニティ政策
、、

というのは、地域団体内外における人的

交流の意義を評価し損ねており、町内会の成り手不足を懸念する総務省報告書（28-32

頁）の観点からしてもいかにも無責任ではないか。 

・ 裁判所の判決は、基本的に関係性を断ち切る観点から判断。→消極的結社の自由。 

・ 一般的な社会のルールとしてしまうと、様々な場所に存在する人間関係を破壊し、ま

た、新たに構築される可能性を奪う結果となる。→取引的合理性の思考に囚われすぎる

ことで、関係性の構築という関係的合理性を見失っている。 

・ 平成 17年最判でも、自治会からの離脱は認めたが、他方で自治会が徴収する共益費の

支払い義務は引き続き認められるとする。個別具体的な状況を判断が必要→管理組合と

町内会の間に単純に線を引くというのは、粗雑な思考。 

 

４、関係性と現代市民社会 

（１）現代国家による関係性の再分配 

・ 近代国家（夜警国家）＝治安維持や外交、インフラ整備など最低限度の事柄に限定。 

・ 現代国家（福祉国家）＝社会・経済の持続的発展を広く担う。富の再分配。 

・ 本来的に人間の関係性をいかに構築するかは自由。しかしながら、それでは排他的団

体の濫立や関係性の固定化、格差の拡大といった関係性の「偏り」を生じる。そこで、

生じる社会統合不全の危険性を回避するために国家が調整役として、「関係性の再分配」

の役割を果たす余地が出てくる。開かれた結社の組成を増進し、異なる価値観の結びつ
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きを促進していくことが現代市民社会の姿。 

・ Roberts判決は、男性のみを正会員とする団体の方針に対して、結社の自由の保障が及

ばないと判断し、女性会員も正会員として認めるように強いるもの。これは、正会員と

しての「関係性」を女性にも「再分配」したものととらえることができる。 

 → 国家の介入によって、結束型（bonding）社会関係資本を架橋型（bridging）に転換。 

・ 内輪の価値観に固執した不寛容・排他的な（結束型）社会関係資本も、社会の多様な

価値観の「苗床」として一定程度必要であり、Roberts判決で示された親交の自由と表

現的結社の自由の保障と重なる。 

 → 拙著 111-115、162-165、247-250頁。 

 → Christian Legal Society Chapter of the University of California, Hastings College 

of the Law v. Martinez, 561 U.S. ___, 130 S.Ct. 2971 (2010), Boy Scouts of America v. 

Dale, 530 U.S. 640 (2000) も参照 

（２）関係性の閾値 

・ 近代社会の確立→中間団体否認の法理→人権論の根底→消極的結社の自由。 

・ 現代国家の役割→消極的結社の自由＝離脱の自由≠加入選択の自由。 

・ 団体の特定の活動に賛同し得ないという場面→部分的離脱の自由（拙著、26-29頁）。 

・ 架橋型社会関係資本の増加に役立つような住民参加のイベント／参加者が固定した役

員会の親睦会費用。 

（３）潜在能力と社会関係資本 

・ PTAや自治会原則入会の正当性。 

・ 日本国憲法 13条前段「すべて国民は、個人として尊重される。」（個人主義）。 

・ 同条後段「生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利については、公共の福祉に反

しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。」（幸福追求権）。 

・ 個人の持つ価値観を最大限に尊重する（個人主義）→個人の価値に基づく選択を一般

的に保障する（幸福追求権）→具体的な場面での権利・利益を保障する（すべての人権

規定）。 

 → その選択が取引的合理性に依拠しており、関係性に価値を見出していないとしたら、

幸福追求がかえって個人の価値選択の幅を狭めるという結果が生じるおそれ。 

・ 自分の価値観を実現する要素には、財産と能力――経済的資本と人的資本――のみな

らず、関係性――社会関係資本――も含まれる。 

・ 参加することで得られたかもしれない利益が、自分の価値実現の選択肢を狭めること

になり、潜在能力を低下させることで、個人主義を損ねるのは本末転倒。 

 

５、若干の考察と展望 

（１）現代国家の機能としての「関係性の再分配」 

富の再分配や職業訓練による自立のみならず、関係性による自立も政策としては重要で
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あることを再認識すべき。 

 → 架橋型の関係性とともに、家族類似の小規模な拘束型の関係性の促進が、現代国家

の役割に。 

（２）個人の尊厳の意義の再検討 

社会関係資本を損ねるリスクを顕在化させ、自由意思による選択に絶対的価値を見出さ

ない。ただし、最終的には離脱の自由が保障されていることは重要である（司法と行政の

役割分担）。 

（３）社会関係「資本主義」の可能性 

資本である以上、投資した分の利潤を得ることは、他の資本と同じ。面倒で不確実性も

大きいが、金銭的価値に換えられない価値を得ることの意義は大きい。 

 

おわりに 

・ 地域フリーライダー＝「自分の子どもや老親が地域社会に支援されているにもかかわ

らず、仕事や勤務時間の都合で、自らは決して地域社会における支援者に回れない人々」。 

 →「『仕事と家庭の両立ライフ』実践者は、結果的にますます『地域フリーライダー』に

なってしまった」として、（金子勇『格差不安時代のコミュニティ社会学―ソーシャル・

キャピタルからの処方箋』（ミネルヴァ書房、2007年）159頁）。 

・ 安倍内閣は「ニッポン一億総活躍プラン」（平成 28年 6月 2日）。 

 →「支え手側と受け手側に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支

え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、福祉などの地域の公

的サービスと協働して助け合いながら暮らすことのできる仕組みを構築する」（16頁）。 

・ 地域活動と労働を両立させる道筋を示せなければ絵に描いた餅になり、さらに PTA嫌

い、自治会嫌いが増えて、旧来の憲法理論が栄えるという悪循環が続くことになる。 
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